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株主の皆様へ
第85期 中間報告書

　当第2四半期累計期間の世界の経済情勢は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界的大流行と各国で実施された
経済活動の制限により、当第1四半期は景気が大幅に悪化しました。そのような中で、中国では早期に経済活動を再開し、続い
て米国や欧州なども経済活動再開に向けた動きを進めたことで当第2四半期に入り景気の悪化幅は縮小しました。なお、先行き
はCOVID-19の感染再拡大の懸念の高まりに加え、米中貿易摩擦の影響もあり、不透明な状況です。
　当社グループが属するエレクトロニクス市場は、リモートワークやオンライン教育向けにPCの需要が好調に推移したほか、基
地局向けの需要も堅調に推移しました。また、スマートフォン向けでは、当第2四半期累計期間におけるグローバルでの販売台
数は前年を下回りましたが、当第2四半期に入り5Gの立ち上がりを背景に部品取り込みの動きに回復傾向が見られました。カー
エレクトロニクス向けでは、自動車メーカーの生産再開や各国政府による景気刺激策の効果により当第1四半期の後半から自動車
の生産台数は回復しつつあるものの、依然として前年比においてマイナスで推移したことにより、部品需要は振るいませんでした。
　そのような中、当第2四半期累計期間の売上高は、主力製品の積層セラミックコンデンサがPC向けや基地局向けで堅調であっ
たものの、カーエレクトロニクス向けで大幅に落ち込んだほか、樹脂多層基板やリチウムイオン二次電池がスマートフォン向け
で減少し、為替変動（前年同期比1円71銭の円高）の影響もあり、前年同期比1.2%減の752,005百万円となりました。
　利益につきましては、製品価格の値下がりや為替変動の影響などの減益要因はあったものの、生産高増加に伴う操業度益や前
期に計上した減損損失の反動による固定費の減少などの増益要因により、営業利益は前年同期比8.3%増の131,518百万円、税
引前四半期純利益は同6.7%増の133,154百万円、当社株主に帰属する四半期純利益は同10.1%増の99,860百万円となりました。

　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。2020年6月に代表取締役社長に就任いた
しました中島規巨でございます。
　今日、エレクトロニクス市場には一大変化が到来し、通信業界における5G（第5世代移動通信
システム）や自動車業界における電装化・自動化などを背景に、新たな成長ステージを迎えてい
ます。このような潮流の中でも創業者から引き継がれてきた社是の精神を、従業員一同で守り伝
えながら、「エレクトロニクス産業のイノベーションを主導していく存在でありたい」という想いを
込めた「Innovator in Electronics」を実践してまいります。今後も競争力のある独自製品を開発
し、ステークホルダーの皆様の期待に応え、文化の発展に貢献していく所存でございます。
　新たな価値創造に向け挑戦し続ける当社にご期待いただくとともに、より一層のご支援をお願
い申しあげます。

第85期（2021年3月期）の中間報告書をお届けいたします。

 当第2四半期累計期間の業績について

代表取締役社長

中長期にわたる技術の発展を見据え、 
これからもエレクトロニクス産業におけるイノベーションを主導してまいります。

なか じま のり お
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当期純利益 / 売上高当期純利益率

●用途別売上高（億円）

当第2四半期
実績（累計）

●地域別売上高（億円）

当第2四半期
実績（累計）

＊本頁のグラフにおける「当期純利益」は「当社株主に帰属する当期純利益」です。
＊ 2019年4月1日付で普通株式1株につき3株の株式分割を行っており、第81期の期首に
当該株式分割が行われたものと仮定して本頁の1株当たり情報を算定しております。
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 製品別の売上高概況

TOPICS
　当社は、横浜市みなとみらい21地区に「みなとみらい
イノベーションセンター」を開設いたします。
　当施設は、当社の将来を支える事業を生み出す研究開
発拠点であり、首都圏という地の利を活かした外部との技
術交流によるオープンイノベーションや当社の注力分野に
精通した優秀な人材の獲得をはかる中核拠点となります。
また、みなとみらい大通りに面した立地にあり、屋上や壁
面の緑化、太陽光発電パネルや雨水利用施設など、街に
調和した環境にやさしい施設となっております。
　さらに、当施設内には子ども向け科学体験施設
「Mulabo!」（ムラーボ！）をオープン予定です（12月16日）。
「Mulabo!」（ムラーボ！）は、「科学」をテーマとした体験
展示室やライブラリー、カフェスペースの他、キッズス
ペースや授乳ルームを備えており、子どもたちに科学の面
白さを伝え、将来のエンジニアの卵が生まれるきっかけの
場として横浜みなとみらいの新たな顔となることを目指し
ます。
　当社は、みなとみらいイノベーションセンターを中心に、
今後も更なるイノベーションを続けてまいります。

みなとみらいイノベーションセンターを
12月に開設

みなとみらいイノベーションセンター（イメージ図）

Mulabo!（ムラーボ!）（イメージ図）

　2021年3月期の業績見通しにつきましては、顧客による旺盛な部品取り込みを背景としたスマートフォン向けの需要の増加、
リモートワークやオンライン教育を背景としたPC関連需要の拡大、各国政府の景気刺激策による自動車向け需要の増加により、
売上高は当初想定を上回る見込みです。また、生産高の増加に伴う操業度益の発生により、営業利益も当初の想定を上回る見
込みです。このような状況を鑑み、2021年3月期の業績予想を、売上高を1,490,000百万円（前年度比2.9%減）、営業利益を
250,000百万円（同1.3%減）、税引前当期純利益を252,000百万円（同0.8%減）、当社株主に帰属する当期純利益を
189,000百万円（同3.3%増）と修正いたしました。

 通期業績の見通しについて



 所有者別株式分布状況
証券会社 個人・その他

60,730千株

金融機関

277,122千株

外国法人等

266,089千株

自己株式

35,997千株

国内法人

25,317千株

10,559千株

41.0%41.0%

39.4%39.4%

3.7%3.7%
5.3%5.3%
1.6%1.6%
9.0%9.0%

（注）持株比率は、発行済株式総数から自己株式（35,997千株）を除いて計算しております。

 大株主の状況
順位 株　主　名 持株数（千株） 持株比率（％）

1 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 47,165 7.4

2 株式会社日本カストディ銀行（信託口） 35,736 5.6

3 日本生命保険相互会社 22,083 3.5

4 SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 18,560 2.9

5 株式会社京都銀行 15,780 2.5

6 明治安田生命保険相互会社 15,722 2.5

7 株式会社日本カストディ銀行（信託口7） 12,921 2.0

8 株式会社日本カストディ銀行（信託口5） 12,253 1.9

9 株式会社滋賀銀行 10,653 1.7

10 JP MORGAN CHASE BANK 385781 9,335 1.5

 株式事項
発行済株式総数 675,814千株
株主数 86,989名

 株式上場
［国内］ 東京証券取引所 市場第一部
［海外］ シンガポール証券取引所

商 号 株式会社 村田製作所
Murata Manufacturing Co., Ltd.

設 立 1950年12月23日（創業 1944年10月）

資 本 金 69,444百万円

従業員数 連結74,301名　個別9,548名

所 在 地 本社　〒617-8555
　　　京都府長岡京市東神足1丁目10番1号

 取締役
取締役会長 村田　恒夫＊

取締役社長 中島　規巨＊

取締役 岩坪　　浩

取締役 竹村　善人

取締役 石谷　昌弘

取締役 宮本　隆二

取締役 南出　雅範

 株式情報 2020年9月30日現在

 会社概要 2020年9月30日現在

 事業年度
毎年4月1日から翌年3月31日まで

 剰余金の配当基準日
中間配当金  9月30日
期末配当金  3月31日

 単元株式数
100株

 公告の方法
当社ウェブサイトに掲載いたします。
（https://www.murata.com/ja-jp/）

  ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が
生じた場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

 株主名簿管理人および特別口座の口座管理機関

株主名簿管理人 みずほ信託銀行株式会社
東京都中央区八重洲一丁目2番1号特別口座の口座管理機関

郵便物送付／電話お問い合わせ先
〒168-8507 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
 みずほ信託銀行株式会社 証券代行部
 0120-288-324（通話料無料）

 お取扱窓口について
お手続き内容 お問い合わせ先

・住所・名義の変更
・単元未満株式の買取・買増請求
・配当金受取り方法のご指定
・相続に伴うお手続き
・マイナンバーのお届出　他

証券会社等に口座をお持ちの場合 お取引きのある証券会社等

証券会社等に口座をお持ちでない場合
（特別口座の場合） みずほ信託銀行株式会社 証券代行部

・未払い配当金のお支払い すべての株主様
みずほ信託銀行株式会社 本店および全国各支店
みずほ証券株式会社 本店および全国各支店
株式会社みずほ銀行 本店および全国各支店

社外取締役 重松　　崇

社外取締役 安田　結子

取締役（監査等委員） 小澤　芳郎

社外取締役（監査等委員） 神林比洋雄

社外取締役（監査等委員） 山本　高稔

社外取締役（監査等委員） 宗像　直子

株主メモ

＊は代表取締役を示します。


